
Ⅰ．はじめに

　沖縄島北部ヤンバル地域には，亜熱帯性常緑広葉樹林が広がっ
ている。この森林では，ヤンバルクイナやノグチゲラといった固
有種も数多く生息しており生態学的価値も高い。しかしその一方
で，この森林は現在も育成天然林施業や小面積皆伐などの林業活
動が実施されており，今後は生態系への負担を軽減するような集
約的な木材生産システムの開発が求められている（高嶋，２００８）。
集約的な木材生産システムの確立には，樹木の成長の指標である
林地生産力を把握することが重要である。林地生産力は地形と深
い関連があることが示されている（竹下，１９６４；吉田，１９８５）。
近年では数値標高モデル（DEM）から地形指標を算出し，その
地形指標を用いて林地生産力を示す研究も報告されている
（Mitsuda et al., ２００１，２００７）。
　また，新本ら（１９９０）はヤンバル地域の亜熱帯性常緑広葉樹林
の優占種であるイタジイとイジュの蓄積量は林分総蓄積量の５０％
以上である事を示している。そのため，イタジイとイジュを合わ
せた生産力がヤンバル地域の林地生産力と考えることができる。
　そこで本研究では，沖縄島北部ヤンバル地域の亜熱帯性常緑広
葉樹二次林においてイタジイとイジュの生産力に影響を与える地
形要因を解明し，その推定を行った。

Ⅱ．対象地および資料

（１）対象地
　沖縄島北部に位置する琉球大学与那フィールド内に複数設置さ
れている天然林固定試験地を対象地とした。この地域の１９９２年か
ら２００２年の間の年平均気温は２２．６℃，年平均降水量は２，４７２．２　

㎜である（琉球大学農学部附属亜熱帯フィールド科学教育研究セ
ンター，２００２）。本研究では標高約１５０〜３７０mに位置する，約
２０m×２０mの方形区プロット６０箇所を使用した。なお，各プロッ
トの中心点の位置座標はGPS測位によって記録されている。ま
た試験地の位置する林分は，１９５４年の与那演習林（現与那フィー
ルド）設立以降手を加えられておらず，戦後の復興資材生産を目
的とした伐採活動から回復した林齢５５−６０年程度の二次林である。
なお，この伐採以後，破壊的な攪乱を受けた場所は含まれていな
い。
（２）使用データ
　林分データには，２０００年から２００１年にかけて胸高直径（DBH）
４cm以上の立木を対象として行われたDBH測定の結果の中か
らイタジイとイジュの結果のみを使用した。対象となるプロット
のイタジイとイジュの平均胸高直径，ha当り本数，ha当り断面
積合計を表−１に示す。
　また地形データには，北海道地図㈱製のTerrainを使用した。

Ⅲ．解析方法

（１）地形指標
　本研究では，既往の研究（寺岡ら，１９９１）において林地生産力
を表すのに有効であると考えられている有効貯留容量，有効起伏
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九州森林研究　６２：１８５－１８７，２００９　沖縄県北部地域亜熱帯性二次林において地形指標を用い林地生産力に影響を与えている地形要因を
解明し，林地生産力の推定を試みた。林地生産力の指標にはイタジイとイジュの断面積合計を用いた。地形指標は既往の研究において林
地生産力を表すのに有効であるとされている有効貯留容量，有効起伏量，露出度を用いた。重回帰分析の結果，用いた地形指標で林地生
産力に影響を与えているのは有効起伏量のみであった。しかし，今回行った重回帰分析の結果は，他の研究と比べても推定精度が低く，
林地生産力に影響を与える地形要因の解明と林地生産力の推定には十分ではないと考えられる。今後，要因の解明と推定精度を上げてい
くためには，地形指標と林地生産力の指標を再検討する必要がある。
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表−１．イタジイとイジュの林分構造
範　　　囲項　　　　目
９．４−２８．６平均胸高直径（cm）
６０８−３２３７ha当り本数（本）
２１．３−５０．２ha当り断面積合計（㎡/ha）



量および露出度を地形指標として用いた。これらの地形指標は，
土壌水分を間接的に表現できると考えられている。
　有効貯留容量は水分貯留能力の指標である。まず，
Blaszczynski（１９９７）により提案されたアルゴリズムを使用して
凹凸度を，２００７年に行った現地測量を基に傾斜を算出した。それ
らの結果を用い，土層の総貯留量および粗大孔隙率を決定し（表
−２），竹下・高木（１９７７）の式（式−１）を用いて算出した。

Se＝P ( 1−0.13×r×sin )　（式−１）
Se：有効貯留容量（mm），P：総貯留量（mm）

r：粗大孔隙率（％）， ：傾斜（°）

　有効起伏量は地下流量の指標である。これは，プロット中心点
から半径１００mの範囲における最大標高とプロットの中心点の標
高の差である。　露出度は蒸発散量の指標である。これは対象地
点を中心として１度ごとに周囲を視準した時に山体に遮られな
かった視準線の合計本数（積算角度）として計算される（村上ら，
２０００）。本研究では，ヤンバル地域は地形が複雑なため視準距離
を５００m（露出度５００），２５０m（露出度２５０），２００m（露出度２００），
１５０m（露出度１５０），１００m（露出度１００），５０m（露出度５０）と変
化させ露出度を算出した。但し，有効起伏量および露出度の算出
はMicroImages社製TNT-mips　ver．６．９を用いた。
（２）データ分析
　林地生産力の指標には上層木の平均樹高が一般的に用いられる
が，本研究では樹高に影響を与える樹齢が不明なために樹高を林
地生産力の指標として用いることができない。一方で断面積合計
を林地生産力の指標として捉えた報告がある（Fralish，１９９４）。
よって，本研究では林地生産力の指標をイタジイとイジュを合わ
せた断面積合計（以下，断面積）とした。
　まず断面積と地形指標および地形指標間のPeasonの相関係数
を算出した。次に，露出度のそれぞれの見渡し半径において重回
帰モデルを構築し，最も当てはまりの良いモデルを選択した。モ
デルの変数選択には赤池の情報量規準（AIC）を用いた。

Ⅳ．結果

（１）相関係数
　断面積と各地形指標および地形指標間の相関係数を表−３に示
す。断面積と各地形指標との相関が最も高いもので０．４５４（有効
起伏量），低いもので０．０２１（有効貯留容量）となり，全体として
低い相関関係となった。露出度は，相関が高い順に露出度の見渡
し距離が１００＞１５０＞２００＞２５０＞５０＞５００mとなり，見渡し距離が
１００mで最も相関が高くなった。地形指標間の関係は，有効貯留
容量に対してはどの地形指標とも弱い相関を示した。露出度に関
しては見渡し半径の違いによる大きな差はみられなかった。

（２）重回帰モデル
　重回帰分析の結果を表−４に示す。露出度の見渡し半径の違い
による変数選択の違いはみられなかった。すべての見渡し距離で
有効起伏量のみが選択された。予測の精度を表す決定係数（R2）
は０．２０６，自由度調節済み決定係数（Ra2）は０．１９２であった。

Ⅴ．考察

　DEMから算出した地形指標を用い林地生産力を推定した
Mitsuda et al．（２００１，２００７）の研究と比較を行った。Mitsuda et 
al．（２００１）は，対象林分を単純カラマツ人工林とし，林地生産力
の指標を３８年生の上層木樹高とした。説明変数は凹凸度，露出度，
被陰度が選択された。その結果Ra2は，０．７２３であった。
Mitsuda et al．（２００７）は，対象林分を単純スギ人工林とし，林
地生産力の指標を４０年生の上層木樹高とした。説明変数は一年間
の日射の積算量，開空度が選択された。その結果R2は，０．５２２で
あった。以上の結果と比べ本研究で算出した重回帰モデルのR2，
Ra2は低くなっていた。つまり，林地生産力に影響を与える地形
指標は有効起伏量と示唆されたが，今回の結果から林地生産力に
影響を与える地形要因を解明し，林地生産力の推定を行うことは
不十分と考えられる。

Ⅵ．今後の課題

　本研究で使用した天然林固定試験地では，斜面位置によって林
分断面積合計に差があることが示されているので（井口ら，
２００８），今後は斜面位置を表す地形指標を検討していく必要があ
る。加えて，ヤンバル地域では林分構造が台風等の風の影響を受
けていることが示唆されているので（Kubota et al., ２００４），今後
は風の影響を表す指標についても考慮する必要があろう。
　また今回の対象地は，約６０年間無施業の林分であったが，それ
以前の施業履歴が影響を及ぼした可能性がある。よって今後は，
それ以前の施業履歴を考慮して，林地生産力を検討する必要があ
る。

Kyushu J. For. Res. No. 62　2009. 3

１８６

表−２．傾斜，凹凸度に応じた土層の総貯留量および粗大孔隙率

急峻葡行葡行崩積残積緩傾斜葡行項目/堆積様式

４０２０−３９２０−３９０−１９０−１９傾 斜 （°）
凸凹凸凹凹 凸 度

２９４３３４４０５１７０４５３総貯留量（mm）
６．３６５．１６４．５４．２７３．９７粗大孔隙率（％）

表−３．断面積と各地形指標および地形指標間の相関係数

有効起伏量有効貯留容量断面積相関係数

　０．０２１有効貯留容量

　０．０７１　０．４５４有効起伏量

−０．５８６−０．２１４−０．１７６露出度　５００

−０．５９０−０．２２４−０．２１１露出度　２５０

−０．６２５−０．１９９−０．２５７露出度　２００

−０．６６５−０．１８７−０．２９８露出度　１５０

−０．６８４−０．２１５−０．３５２露出度　１００

−０．４６８−０．２００−０．１８９露出度　５０

表−４．重回帰分析の結果

自由度調節済み
決定係数（Ra2）決定係数（R）

偏回帰係数
有効起伏量定数項

０．１９２０．２０６０．２７８３１．０８３
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